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１．平成18年9月中間期の業績（平成18年4月1日～平成18年9月30日）

(1)経営成績 （百万円未満切り捨て）

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年9月中間期

17年9月中間期

18年3月期

百万円 ％ 円 銭

18年9月中間期

17年9月中間期

18年3月期
（注）①期中平均株式数 次頁をご参照下さい。

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)財政状態 （百万円未満切り捨て）

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年9月中間期

17年9月中間期

18年3月期
（注）①期末発行済株式数 次頁をご参照下さい。

②期末自己株式数 18年9月中間期　11,761株 17年9月中間期　54,291,612株 18年3月期　3,408株

２．平成19年3月期の業績予想（平成18年4月1日～平成19年3月31日）

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

通    期
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  89円41銭  

３．配当状況

第１四半期末 中間期末 第３四半期末 期末 その他 年間

 18年3月期

 19年3月期(実績)

 19年3月期(予想)

※ 本資料記載及び添付資料記載の業績予想に関しましては、本資料発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に

影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在における仮定を前提としております。今後、事業環境の変化を含む

様々な要因によって、実際の業績が大きく異なる可能性があります。
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－ 個1 －



「期中平均株式数」（自己株式控除後） （単位：株）

18年9月中間期 17年9月中間期 18年3月期

普通株式

優先株式

第１回Ａ種優先株式

第１回Ｂ種優先株式

第１回Ｃ種優先株式

「期末発行済株式数」（自己株式控除後） （単位：株）

18年9月中間期 17年9月中間期 18年3月期

普通株式

優先株式

第１回Ａ種優先株式

第１回Ｂ種優先株式

第１回Ｃ種優先株式

「18年9月中間期の業績」指標算式

○１株当たり中間（当期）純利益

中間（当期）純利益－普通株主に帰属しない金額

普通株式の期中平均株式数－普通株式の期中平均自己株式数

○自己資本比率

（注）17年9月中間期及び18年3月期の数値につきましては、従来の「株主資本比率」を「自己資本比率」の欄に記載し

　　　ております。

○１株当たり純資産

中間期末純資産の部合計額－中間期末（当期）優先株式発行総額－普通株主に帰属しない金額

普通株式の中間期（当期）末発行済株式数－普通株式の中間期（当期）末発行済自己株式数

（注）17年9月中間期及び18年3月期の数値につきましては、従来の「１株当たり株主資本」を「１株当たり純資産」の

　　　欄に記載しております。

「19年3月期の業績予想」指標算式

○１株当たり予想当期純利益（通期）

予想当期純利益－普通株式に帰属しない予想金額

普通株式の中間期末発行済株式数－普通株式の中間期末発行済自己株式数

「当中間期中の発行済株式数の増加内訳」

発行形態 発行株式数（株） 発行価額（円） 資本組入額（円）

新株予約権の行使 140

株式交換 859

11,500,000  

10,100,000  

4,000,000  

18,600,000  

25,600,000  

11,500,000  

10,100,000  

4,000,000  

25,600,000  

2,000,000  

117,620,531  

22,100,000  

11,500,000  

8,600,000  

99,461,031  88,731,854  

25,600,000  

11,500,000  

10,100,000  

4,000,000  

115,160,319  

11,500,000  

7,100,000  

104,782,016  

25,600,000  

11,500,000  

10,100,000  

1,798,000  

4,000,000  ―   

118,881,966  

中間期末資産の部合計

中間期末純資産の部合計

1,932,000  　　　　　　　　　―

125,860,000  

×100

－ 個2 －



〔添付資料〕

(1)中間貸借対照表
（単位：百万円）

区分
注記
番号

金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率 金額 構成比

（資産の部） ％ ％ ％ ％

Ⅰ 流動資産

現金及び預金 ※5 21,340 24,165 2,825 14,105

売掛金 276 571 295 2,959

たな卸資産 126,947 131,956 5,008 92,858

販売用不動産前渡金 10,295 9,384 △911 12,906

繰延税金資産 2,430 2,405 △25 2,424

その他 5,939 6,379 439 3,828

貸倒引当金 △35 △14 20 △19

流動資産合計 167,193 81.4 174,846 81.6 7,653 4.6 129,062 75.4

Ⅱ 固定資産

有形固定資産

建物 ※2 4,013 4,027 4,966

　減価償却累計額 2,417 1,595 2,250 1,777 181 2,819 2,147

　土地
※2
※8

7,079 6,268 △811 8,459

その他 ※2 251 364 603

　減価償却累計額 186 64 148 216 151 439 163

　有形固定資産合計 8,740 4.2 8,262 3.8 △477 △5.5 10,769 6.3

無形固定資産 648 0.3 723 0.3 74 11.5 455 0.3

投資その他の資産

　投資有価証券 9,345 8,740 △604 12,261

　関係会社株式 10,356 12,024 1,667 10,468

その他の関係会社有価証券 2,937 3,237 300 ―

　繰延税金資産 ― ― ― 1,906

　
更生債権その他これに
準ずる債権

20,382 21,113 731 41,519

長期差入保証金 5,830 6,165 335 5,762

　その他 834 810 △23 832

　貸倒引当金 △20,797 △21,527 △730 △41,964

　投資その他の資産合計 28,889 14.1 30,563 14.3 1,674 5.8 30,785 18.0

固定資産合計 38,277 18.6 39,549 18.4 1,271 3.3 42,011 24.6

資産合計 205,470 100.0 214,396 100.0 8,925 4.3 171,073 100.0

※1
※2

※1
※2
※8

前中間会計期間末
（平成17年9月30日）

増　減
前事業年度の

要約貸借対照表
（平成18年3月31日）

当中間会計期間末
（平成18年9月30日）

－ 個3 －



（単位：百万円）

区分
注記
番号

金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率 金額 構成比

（負債の部） ％ ％ ％ ％

Ⅰ 流動負債

支払手形 39,139 38,512 △626 32,515

短期借入金 38,310 36,481 △1,829 32,772

未払法人税等 141 97 △43 103

預り金 12,623 14,318 1,694 4,562

賞与引当金 975 756 △219 765

不動産特定共同事業預り金 7,000 5,500 △1,500 10,500

その他 18,288 17,747 △541 16,251

流動負債合計 116,479 56.7 113,413 52.9 △3,065 △2.6 97,470 57.0

Ⅱ 固定負債

　長期借入金 51,163 65,449 14,286 48,825

繰延税金負債 1,028 691 △337 ―

　退職給付引当金 582 574 △7 913

　役員退職慰労引当金 213 ― △213 203

　事業損失引当金 1,602 871 △731 3,000

　その他 4,430 4,837 406 3,176

　固定負債合計 59,020 28.7 72,424 33.8 13,403 22.7 56,118 32.8

負債合計 175,499 85.4 185,838 86.7 10,338 5.9 153,589 89.8

（資本の部）

Ⅰ 資本金 11,763 5.7 ― ― ― ― 59,539 34.8

Ⅱ 資本剰余金

資本準備金 3,513 ― 27,638

その他資本剰余金 73,325 ― ―

資本剰余金合計 76,838 37.4 ― ― ― ― 27,638 16.2

Ⅲ 利益剰余金

利益準備金 ― ― 177

任意積立金 4,500 ― 4,500

中間（当期）未処理損失 △67,133 ― △77,286

利益剰余金合計 △62,633 △30.5 ― ― ― ― △72,609 △42.5

Ⅳ その他有価証券評価差額金 4,005 2.0 ― ― ― ― 2,938 1.7

Ⅴ 自己株式 ※7 △3 △0.0 ― ― ― ― △22 △0.0

資本合計 29,971 14.6 ― ― ― ― 17,484 10.2

負債資本合計 205,470 100.0 ― ― ― ― 171,073 100.0

（純資産の部）

Ⅰ 株主資本

資本金 ― ― 11,889 5.5 ― ― ― ―

資本剰余金 ―

　資本準備金 ― 5,299 ―

　その他資本剰余金 ― 2,315 ―

　資本剰余金合計 ― ― 7,615 3.6 ― ― ― ―

利益剰余金

　その他利益剰余金 ― 5,442 ―

　　繰越利益剰余金 ― 5,442 ―

　利益剰余金合計 ― ― 5,442 2.5 ― ― ― ―

自己株式 ― ― △9 △0.0 ― ― ― ―

株主資本合計 ― ― 24,937 11.6 ― ― ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 ― 3,621 ― ―

評価・換算差額等合計 ― ― 3,621 1.7 ― ― ― ―

純資産合計 ― ― 28,558 13.3 ― ― ― ―

負債純資産合計 ― ― 214,396 100.0 ― ― ― ―

※3
※4

※3
※4

前中間会計期間末
（平成17年9月30日）

増　減
前事業年度の
要約貸借対照表

（平成18年3月31日）

当中間会計期間末
（平成18年9月30日）

－ 個4 －



(2)中間損益計算書
（単位：百万円）

前中間会計期間 当中間会計期間
前事業年度の

要約損益計算書
自 平成17年4月１日 自 平成18年4月１日 増　減 自 平成17年4月１日
至 平成17年9月30日 至 平成18年9月30日 至 平成18年3月31日

区分
注記
番号

金    額 百分比 金    額 百分比 金    額 増減率 金    額 百分比

％ ％ ％ ％

Ⅰ 営業収益 90,632 100.0 79,560 100.0 △11,071 △12.2 182,631 100.0

Ⅱ 営業原価 ※5 70,906 78.2 62,532 78.6 △8,373 △11.8 141,990 77.7

営業総利益 19,726 21.8 17,028 21.4 △2,697 △13.7 40,641 22.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 10,766 11.9 10,259 12.9 △507 △4.7 20,386 11.2

営業利益 8,959 9.9 6,769 8.5 △2,190 △24.4 20,254 11.1

Ⅳ 営業外収益

受取利息 3 11 7

受取配当金 245 248 262

施設賃貸料 82 80 163

その他 48 381 0.4 39 380 0.4 0 △0.2 76 509 0.3

Ⅴ 営業外費用

支払利息 1,379 791 2,157

新株発行費 192 － 202

株式交付費 － 2 －

シンジケートローン手数料 435 95 689

その他 273 2,280 2.5 102 992 1.2 △1,288 △56.5 415 3,465 1.9

経常利益 7,059 7.8 6,157 7.7 △902 △12.8 17,298 9.5

Ⅵ 特別利益

固定資産売却益 ※1 － － 1,480

投資有価証券売却益 1,820 － 1,962

貸倒引当金戻入益 44 21 70

その他 － 1,864 2.0 － 21 0.0 △1,842 － 3,513 1.9

Ⅶ 特別損失

減損損失 ※3 19,129 － 19,129

販売用不動産評価損 ※4 44,655 － 44,655

投資有価証券売却損 15,512 － 15,512

貸倒引当金繰入額 6,000 － 6,001

本店等移転費用 － 722 －

事業損失引当金繰入額 2,790 － 1,522

その他 39 88,127 97.2 50 773 0.9 △87,353 1,010 87,830 48.1

税引前中間（当期）純利益
（△は純損失）

△79,203 △87.4 5,405 6.8 84,608 － △67,018 △36.7

法人税、住民税及び事業税 12 10 25

法人税等調整額 2 14 0.0 △48 △37 △0.0 △51 － 2,198 2,223 1.2

中間(当期)純利益
(△は純損失)

△79,218 △87.4 5,442 6.8 84,660 － △69,242 △37.9

前期繰越利益 1,932 － － 1,932

利益準備金取崩額 － － － － － 177 －

中間(当期)未処分利益
(△は未処理損失）

△77,286 － － － － △67,133 －

－ 個5 －



(3)中間株主資本等変動計算書（自 平成18年4月1日　至 平成18年9月30日）

株主資本

平成18年3月31日残高（百万円） 11,763 3,513 73,325 76,838 4,500 △67,133 △62,633 △3 25,965 4,005 4,005 29,971

中間会計期間中の変動額

新株の発行 125 125 125 251 251

剰余金の配当　（注） △1,208 △1,208 △1,208 △1,208

中間純利益 5,442 5,442 5,442 5,442

自己株式の取得 △7,173 △7,173 △7,173

自己株式の消却 △7,167 △7,167 7,167 ― ―

株式交換による増加 1,659 1,659 1,659 1,659

剰余金間の振替　（注） △62,633 △62,633 62,633 62,633 ― ―

別途積立金の取崩　（注） △4,500 4,500 ― ― ―

株主資本以外の項目の
中間会計期間中の変動額
（純額）

△384 △384 △384

125 1,785 △71,009 △69,223 △4,500 72,575 68,075 △6 △1,028 △384 △384 △1,413

平成18年9月30日残高（百万円） 11,889 5,299 2,315 7,615 ― 5,442 5,442 △9 24,937 3,621 3,621 28,558

（注）平成18年6月29日の定時株主総会における利益処分項目であります。

中間会計期間中の変動額合計
（百万円）

 利益剰余金

利益剰余金
合計

その他利益剰余金

別途積立金
繰越

利益剰余金

資本金

 資本剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計
その他資本

剰余金

純資産
合計

自己株式
株主資本

合計

評価・換算差額等

その他
有価証券

評価
差額金

評価・換算
差額等合計

－ 個6 －



(4)中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．会計処理基準に関する事項
(1)資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

その他有価証券
時価のあるもの
中間決算期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの
移動平均法による原価法

   ②たな卸資産
主として個別法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2)減価償却資産の減価償却の方法
①賃貸用有形固定資産
定額法

②上記以外の有形固定資産
定率法

③自社利用のソフトウェア
主として社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法

④上記以外の無形固定資産
定額法

⑤長期前払費用
期限内均等償却法

(3)繰延資産の処理方法
株式交付費は支出時に全額費用として処理しております。

(4)引当金の計上基準
①貸倒引当金
債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等については個別に回収
可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金
従業員の賞与の支払いに備えるため、実際支払い額を見積り当中間会計期間負担額を計上しております。

③退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当中間会計期間末
において発生していると認められる額を計上しております。数理計算上の差異については、それぞれ発生の
翌会計年度から5年の定額法により按分した額を費用処理することとしております。

④役員退職慰労引当金
当社は、役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく中間会計期間末要支給額を計上しておりま
したが、平成18年6月29日開催の定時株主総会における役員退職慰労金制度の廃止及び打ち切り支給の決議に
基づき、当中間会計期間において役員退職慰労引当金全額を取崩し、打ち切り支給額の未払い分については
固定負債その他に計上しております。

⑤事業損失引当金
子会社の開発事業に係る損失に備えるため、追加負担見込額を計上しております。

(5)外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、中間決算期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して
おります。

(6)リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の
賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(7)消費税等の会計処理方法
税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等は、発生事業年度の期間費用として処理
しております。
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(5)中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

 （棚卸資産の評価に関する会計基準）

当中間会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第9号 平成18年7月5日）が平成20年3月31日
以前に開始する会計年度に係る財務諸表から適用できることになったことに伴い、同会計基準を適用しております。
これにより営業利益、経常利益及び税引前中間純利益は、それぞれ120百万円減少しております。

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号 平成17年12月9日）及
び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号 平成17年12月9日）
を適用しております。従来の資本の部に相当する金額は28,558百万円であります。
なお、当中間会計期間における中間貸借対照表の純資産の部については、中間財務諸表規則の改正に伴い、改正後の中
間財務諸表規則により作成しております。

 （企業結合に係る会計基準等）

当中間会計期間より、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日）及び「事業分離等に関する会
計基準」（企業会計基準第7号 平成17年12月27日）並びに「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指
針」（企業会計基準適用指針第10号 平成17年12月27日）を適用しております。
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注記事項
（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末

（平成17年9月30日現在） （平成18年9月30日現在） （平成18年3月31日現在）

※1．担保に供されている資産 ※1．担保に供されている資産 ※1．担保に供されている資産

たな卸資産 56,046百万円 たな卸資産 106,727百万円 たな卸資産 80,189百万円

販売用不動産前渡金 9,423百万円 販売用不動産前渡金 1,485百万円 販売用不動産前渡金 4,582百万円

65,469百万円 108,212百万円 84,771百万円

※2．上記※1以外に、下記の資産に対する ※2．上記※1以外に、下記の資産に対する ※2．上記※1以外に、下記の資産に対する

担保留保条項が付されております。 担保留保条項が付されております。 担保留保条項が付されております。

たな卸資産 11,804百万円 たな卸資産 5,908百万円 たな卸資産 19,623百万円

販売用不動産前渡金 824百万円 販売用不動産前渡金 50百万円 土地 811百万円

建物 516百万円 計 5,958百万円 計 20,434百万円

土地 2,190百万円

有形固定資産その他 93百万円

計 15,429百万円

※3．上記※1に対する担保付債務 ※3．上記※1に対する担保付債務 ※3．上記※1に対する担保付債務

短期借入金 26,872百万円 短期借入金 30,285百万円 短期借入金 22,410百万円

長期借入金 25,655百万円 長期借入金 60,190百万円 長期借入金 44,732百万円

計 52,527百万円 計 90,475百万円 計 67,142百万円

※4．上記※3以外に、短期借入金5,900百万円 ※4．上記※3以外に、短期借入金5,900百万円 ※4．上記※3以外に、短期借入金15,900百万

及び長期借入金23,170百万円について、 及び長期借入金3,641百万円について、 円及び長期借入金5,646百万円について,

担保留保条項が付されております。 担保留保条項が付されております。 担保留保条項が付されております。

※5．現金及び預金45百万円が開発事業の等 ※5． ※5．

価交換契約に基づく債務に対して担保

に供されております。

　6．偶発債務 　6．偶発債務 　6．偶発債務

(1) 顧客等の金融機関借入金等について、 (1) 顧客等の金融機関借入金等について、 (1) 顧客等の金融機関借入金等について、

下記の債務保証を行っております。 下記の債務保証を行っております。 下記の債務保証を行っております。

保証額 保証額 保証額

（百万円） (百万円) (百万円)

19,894 23,087 29,071 

5,940 5,940 5,940 

110 7 63 

(株)コスモスモア 13 東急建設（株） 3 東急建設（株） 17 

東急建設(株) 18 相鉄ホーム（株） 9 相鉄ホーム（株） 83 

計 25,976 計 29,047 RC武蔵小杉特定目的会社 110 

35,286 計

顧客住宅ローン連帯保証
債務

(有)コスモスアセットマ
ネジメント・スリー

(株)コスモスモア

顧客住宅ローン連帯保証
債務

(有)コスモスアセットマ
ネジメント・スリー

(株)コスモスモア

(有)コスモスアセットマ
ネジメント・スリー

RC武蔵小杉特定目的会社

顧客住宅ローン連帯保証
債務

計 計 計

被保証者 被保証者 被保証者
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（中間貸借対照表関係）
前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末

（平成17年9月30日現在） （平成18年9月30日現在） （平成18年3月31日現在）

(2) 下記の会社に対して不動産売買予約を (2) 下記の会社に対して不動産売買予約を (2) 下記の会社に対して不動産売買予約を

行っております。 行っております。 行っております。

保証額 保証額 保証額
（百万円） （百万円） （百万円）

7,467 7,467 7,467 

2,190 2,190 2,190 

計 9,658 計 9,658 計 9,658 

※7.自己株式 ※7. ※7.自己株式

当社が保有する自己株式の数は普通株式 当社が保有する自己株式の数は普通株式

54,291,612株であります。なお、上記自 3,408株であります。

己株式のうち54,220,000株は無償にて取

得したものであります。

※8． ※8．有形固定資産の保有目的の変更 ※8．

保有目的の変更により、従来、有形固

定資産として保有していた土地のうち

811百万円について、たな卸資産に振り

替えております。

被保証者

 ＲＣ武蔵小杉特定目的会社

 ㈲ＣＡＭ５

被保証者

 ＲＣ武蔵小杉特定目的会社

 ㈲ＣＡＭ５

被保証者

 ＲＣ武蔵小杉特定目的会社

 ㈲ＣＡＭ５
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

 （自 平成17年4月１日    （自 平成18年4月１日    （自 平成17年4月１日   
  至 平成17年9月30日）   至 平成18年9月30日）   至 平成18年3月31日）

※1． ※1． ※1．固定資産売却益の内訳

建物及び構築物 613百万円

土地 867百万円

計 1,480百万円

　2.減価償却実施額 　2.減価償却実施額 　2.減価償却実施額

有形固定資産 89百万円 有形固定資産 60百万円 有形固定資産 164百万円

無形固定資産 27百万円 無形固定資産 84百万円 無形固定資産 91百万円

※3．減損損失 ※3． ※3．減損損失

当期において、当社は以下の資産グルー 当期において、当社は以下の資産グルー

プについて減損損失を計上しました。 プについて減損損失を計上しました。

主な用途 種類 場所 主な用途 種類 場所
建物、土地、
その他

千葉県市川市
他

建物、土地、
その他

千葉県市川市
他

当社は、原則として個別の物件ごとにグル 当社は、原則として個別の物件ごとにグル

ーピングし固定資産の減損を検討しました ーピングし固定資産の減損を検討しました

。その結果、近年の継続的な地価下落に伴 。その結果、近年の継続的な地価下落に伴

い帳簿価額に対し時価が著しく下落してい い帳簿価額に対し時価が著しく下落してい

る資産及び、賃料水準の低下や市況の悪化 る資産及び、賃料水準の低下や市況の悪化

等により収益性が著しく低下した資産につ 等により収益性が著しく低下した資産につ

いて帳簿価額を回収可能価額まで減額し、 いて帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失(19,129百万円)とし 当該減少額を減損損失(19,129百万円)とし

て特別損失に計上しました。 て特別損失に計上しました。

その内訳は、建物及び構築物3,863百万円、 その内訳は、建物及び構築物3,863百万円、

土地15,148百万円、その他117百万円であ 土地15,148百万円、その他117百万円であ

ります。なお、当社の回収可能価額は正味 ります。なお、当社の回収可能価額は正味

売却価額または使用価値により測定してお 売却価額または使用価値により測定してお

り、主として不動産鑑定士による鑑定評価 り、主として不動産鑑定士による鑑定評価

額を使用しており、使用価値は将来キャッ 額を使用しており、使用価値は将来キャッ

シュ・フローを8％で割り引いて計算して シュ・フローを8％で割り引いて計算して

おります。 おります。

※4．販売用不動産評価損 ※4． ※4．販売用不動産評価損

当期において資産の再構築プランに基 当期において資産の再構築プランに基

づき、販売用不動産、仕掛販売用不動 づき、販売用不動産、仕掛販売用不動

産及び販売用不動産前渡金につき、開 産及び販売用不動産前渡金につき、開

発計画及び売却時期の大幅な変更を行 発計画及び売却時期の大幅な変更を行

い評価を改めて見直した結果、損失が い評価を改めて見直した結果、損失が

見込まれる額を計上したものでありま 見込まれる額を計上したものでありま

す。 す。

※5． ※5．営業原価に含まれるたな卸資産評価損 ※5．

120百万円

賃貸資産そ
の他

賃貸資産そ
の他
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（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間（自 平成18年4月1日　至 平成18年9月30日）

1.自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）　1.

2.

3.

前事業年度末株式数
（千株）

当中間会計期間増加
株式数（千株）

当中間会計期間減少
株式数（千株）

当中間会計期間末
株式数（千株）

　普通株式 3 8 ― 11

自己株式

―

　第１回Ｃ種優先株式 ― 4,000 4,000 ―

　第１回Ｂ種優先株式 ― 3,000 3,000

11　合計 3 7,008 7,000

普通株式の自己株式の株式数の増加8千株は、単元未満株式の買取による増加8千株であります。

第１回Ｂ種優先株式の自己株式の株式数の増加及び減少3,000千株は、優先株式の償還によるものであります。

第１回Ｃ種優先株式の自己株式の株式数の増加及び減少4,000千株は、優先株式の償還によるものであります。

－ 個12 －
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